
 

（記入例：勤続年数が５年以下の場合） 

提出年月日は、退職日以降とすること 

（年度末退職者は退職日を記入すること） 

退職日の属する年を 

記入（年度ではない） 

左上に記入した提出年月日 

（年度末退職者は退職日） 

時点の住所を記入 

「退職手当の受給申出書」の４（退職する年の 

１月１日現在の住所）に記載した住所を記入  

なお、上記の現住所と同じ場合は「同上」と記入 

退職日を記入 

該当する方に☑ をす

る（様式の裏面２を参

照して記入） 

「特定役員等勤続期間」は、 

  勤続年数が５年以下の場合 

    特定役員等に該当するため、「有」に☑ をし、 

上記と同じ期間を記入 

   勤続年数が６年以上の場合 

    「無」に☑ をし、期間は記入しない 

「短期勤続期間」に、地方

公務員は該当しないた

め、「無」に☑ をする 
税法上の勤続年数は、 

・１年未満の端数切り上げ 

・休職期間等は除算しない 

（職員団体専従期間は除算する） 



 

（記入例：勤続年数が６年以上の場合） 

提出年月日は、退職日以降とすること 

（年度末退職者は退職日を記入すること） 
退職日の属する年を 

記入（年度ではない） 

左上に記入した提出年月日 

（年度末退職者は退職日） 

時点の住所を記入 

「退職手当の受給申出書」の４（退職する年の 

１月１日現在の住所）に記載した住所を記入  

なお、上記の現住所と同じ場合は「同上」と記

入 

退職日を記入 

該当する方に☑ をす

る（様式の裏面２を参

照して記入） 

「特定役員等勤続期間」は、 

  勤続年数が５年以下の場合 

    特定役員等に該当するため、「有」に☑ をし、 

上記と同じ期間を記入 

   勤続年数が６年以上の場合 

    「無」に☑ をし、期間は記入しない 

「短期勤続期間」に、地方

公務員は該当しないた

め、「無」に☑ をする 

税法上の勤続年数は、 

・１年未満の端数切り上げ 

・休職期間等は除算しない 

（職員団体専従期間は除算する） 


